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（サービス産業動態統計） 

（サービス産業動態統計調査） 

 

審 査 メ モ 

 

Ⅰ 今回の諮問の概要 

総務省は、我が国におけるサービス産業の事業活動の動態を明らかにするための新たな

月次の基幹統計を作成するため、既存のサービス産業動向調査（総務省所管の一般統計調

査。以下「動向調査」という。）及び特定サービス産業動態統計調査（経済産業省所管の一

般統計調査。以下「特サビ調査」という。）を統合し、令和７年１月から「サービス産業動

態統計調査」を創設・実施する計画である。 

また、新たに作成される基幹統計を「サービス産業動態統計」とすることとしている。 

 

１ サービス産業動態統計の指定 

（１）目的 

⇒ 我が国におけるサービス産業の事業活動の動態を明らかにする。 

（２）統計法上の位置付け 

⇒ 統計法（平成19年法律第53号）第２条第４項第３号に規定する基幹統計とする。 

（３）集計対象 
⇒ サービス産業を主産業とする企業等及び事業所 

（４）作成方法 

⇒ 令和７年１月から実施するサービス産業動態統計調査により作成する。 

（５）作成者 

⇒ 総務大臣 

 

２ サービス産業動態統計調査の承認 

（１）報告を求める事項 

⇒ ４種類の調査票から構成。現行の動向調査を基本的に踏襲しつつ、従業者数等の

一部の調査事項について見直し 

（２）調査方法 

⇒ 原則オンライン回答とする方向で検討を進め、独立行政法人統計センターの企業

調査支援事業の活用などによりオンライン回答を一層推進 

⇒ 特サビ調査との重複是正やデータ移送（特サビ調査で把握した調査票情報を動向

調査のデータとして利用）等の作業が不要となるため、審査業務が効率化 

（３）調査票の提出期限 

⇒ 調査票の提出期限を「調査月翌月20日」から「調査月翌月15日」に５日前倒し 

（４）公表の期日 

資料２ 
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⇒ 調査票の早期回収や審査業務の効率化等により、現行の動向調査よりも速報の公

表期日を１週間程度前倒し 

 

 

Ⅱ サービス産業動態統計の指定 

１ サービス産業に係る基幹統計の検討経緯 

（１）サービス産業に係る月次統計調査の現状 

総務省が平成 20 年７月から毎月実施している動向調査は、サービス産業全体の生

産・雇用等の状況を概括的に把握している。 

一方、経済産業省が昭和 62 年 12 月から毎月実施している特サビ調査は、経済産業

省所管業種を中心とする特定のサービス産業（19 業種）の経営動向を把握している。 

両調査の結果は、いずれも四半期別ＧＤＰ速報（以下「ＱＥ」という。）や国民経済

計算年次推計、第３次産業活動指数等の基礎データとして活用されているほか、動向

調査の結果は、月例経済報告における経済動向把握・基調判断のための基礎資料等と

しても活用されている。 

なお、両調査は、調査対象業種及び調査事項の一部が重複することから、動向調査の

開始以降、両調査の調査対象企業・事業所が重複した場合、重複した企業・事業所を動

向調査の調査対象から除外し、特サビ調査で把握した調査票情報を経済産業省から総

務省に提供（データ移送）することにより、両調査の重複是正が図られている。 

 

（２）サービス産業に係る統計の体系的整備の課題 

一国経済に占めるサービス分野の重要度が増す中、経済センサスや経済構造実態調

査の創設による産業横断的な構造統計の整備が行われた結果、毎年のサービス産業の

生産活動の実態は、これらの基幹統計調査で詳細に把握されることとなった。 

一方、サービス産業を対象とした動態統計の整備については、図１のとおり、製造業

や卸・小売業と異なり、月次の基幹統計は整備されていないなど、道半ばの段階となっ

ている。 

こうしたことから、累次にわたる「公的統計の整備に関する基本的な計画」（以下「基

本計画」という。）において、表１のとおり、動向調査の基幹統計化や、動向調査及び

特サビ調査の整理・統合に向けた検討に着手することなどが検討課題として掲げられ

ている。また、ＱＥの改善や景気動向の把握の観点から、これらの調査の結果精度の向

上や一層の公表早期化等が求められている。 
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図１ サービス産業等の主要産業における統計体系（イメージ） 

 

（注）ここでは、卸売業・小売業を除く第三次産業を便宜「サービス産業」としている。 

 

表１ 累次の基本計画（抜粋） 

第Ⅰ期基本計画 

（平成21～25年度） 

別表 今後５年間に講ずる具体的施策 

３ 将来の基幹統計化について検討する統計 

【サービス産業動向調査】 

調査開始（平成 20 年７月から）以降３年程度をかけて、調査方法の

検討、蓄積したデータに基づいて推計方法、欠測値補完方法等の検討を

行った上で、基幹統計化について結論を得る。 

第Ⅱ期基本計画 

（平成26～29年度） 

別表 今後５年間に講ずる具体的施策 

１ 経済関連統計の整備 

(3) サービス産業に係る統計の整備 

サービス産業動向調査について、国民経済計算等における利活用

状況等を踏まえ、できる限り速やかに基幹統計化について検討し、結

論を得る。 

第Ⅲ期基本計画 

（平成 30～令和４

年度） 

別表 今後５年間に講ずる具体的施策 

１ 国民経済計算を軸とした横断的・体系的な経済統計の整備推進 

(2) 経済構造統計を中心とした経済統計の体系的整備の推進等 

サービス産業動向調査（月次調査部分）及び特定サービス産業動態

統計調査の整理・統合に向け、経済構造実態調査の実施状況も踏まえ

つつ、可能な限り速やかに検討を開始する。 

第Ⅳ期基本計画 

（令和５～９年度） 

２ 経済統計の体系的整備の推進 

(2) サービス産業・企業関連統計の整備 

事業活動が多岐にわたり、その変化も激しいサービス産業の実情

を踏まえ、その動向を継続的かつ適切に把握するための調査手法を

確立するとの観点に立って、サービス産業を対象とした月次の基幹

統計の整備に向けた検討に着手するとともに、引き続き、ＧＤＰの作

成における基礎データとなっている個別統計の改善に向けた取組等

を行う。 

 

別表 今後５年間に講ずる具体的施策 

サービス業を対象とした月次統計調査について、関連統計調査の

関係整理や公表早期化の検討を引き続き進めるとともに、サービス

分野の統計の一層の体系的整備を進める観点や公表早期化によって

見込まれるＱＥなどの利活用ニーズの拡大にも照らし、基幹統計の

整備に向けた検討を行うとともに、既存の一般統計調査との重複是
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正など報告者負担にも配慮した検討を行い、結論を得る。 

 

（３）総務省及び経済産業省における検討 

総務省及び経済産業省は、累次の基本計画を踏まえ、有識者を交えた研究会におけ

る検討を経て、このたび、サービス産業の事業活動の動態を明らかにする新たな月次

の基幹統計を作成するため、図２のとおり、既存の動向調査及び特サビ調査を統合し、

新たな基幹統計調査を創設する計画を具体化し、今回の申請に至ったものである。 

 

 図２ サービス産業動態統計調査の創設 

 

 

２ サービス産業動態統計の指定 

（１）基幹統計の要件への該当状況 

前記１（１）のとおり、既存の動向調査及び特サビ調査の結果は、いずれもＱＥや国

民経済計算年次推計、第３次産業活動指数等の基礎データとして活用されている。ま

た、動向調査の結果については、月例経済報告における経済動向把握・基調判断のため

の基礎資料等としても活用されるなど、表２のとおり、利活用の対象や範囲が順次拡

大してきている。 

 

表２ 動向調査の結果の主な利活用状況 

利用対象 利用開始・拡大時期 備考 

国民経済計算 

（内閣府） 

ＱＥ 

平成 27 年１～３月期以降 ６業種 

平成 28 年７～９月期以降 23 業種 

平成 30 年７～９月期以降 25 業種 

令和４年７～９月期以降 28 業種 

年次推計 平成 28 年度以降 74 業種 

消費動向指数（総務省） 平成 30 年１月分以降  

第３次産業活動指数 

（経済産業省） 

2015 年基準 

（令和２年４月公表開始） 

 

月例経済報告（内閣府） 令和４年８月以降  

 

さらに、両調査の結果は、民間企業や学術研究機関等における業界ごとの景気動向、
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市場規模等の分析等にも活用されている。 

このように、両調査結果は利活用の実績を積み重ねている状況にあり、後述する公

表早期化の予定や結果精度向上の見込みも踏まえると、新たに作成されるサービス産

業動態統計は、両調査の統合前と同様又はそれ以上の幅広い利活用が見込まれる。 

したがって同統計は、統計法第２条第４項第３号に規定する基幹統計の指定に係る

３要件のうち、同号イの「全国的な政策を企画立案し、又はこれを実施する上において

特に重要な統計」、同号ロの「民間における意思決定又は研究活動のために広く利用さ

れると見込まれる統計」に相当するものと考えられる。 

同統計の基幹統計としての指定は、累次の基本計画の課題に対応するものであり、

また我が国におけるサービス産業をカバーする初めての月次の基幹統計として、公的

統計の体系的整備に大きく寄与するものと考えられることも踏まえて、サービス産業

動態統計を基幹統計として指定することについて、その妥当性を確認する必要がある。 

 

（参考）基幹統計の要件（統計法第２条第４項第３号） 

◎ 行政機関が作成し、又は作成すべき統計であって、次のいずれかに該当するもの

として総務大臣が指定するもの 

 イ 全国的な政策を企画立案し、又はこれを実施する上において特に重要な統計 

 ロ 民間における意思決定又は研究活動のために広く利用されると見込まれる統計 

 ハ 国際条約又は国際機関が作成する計画において作成が求められている統計その

他国際比較を行う上において特に重要な統計 

 

（２）基幹統計の指定内容 

サービス産業動態統計の指定に係る公示内容は、以下のとおり想定している。 

 

名称 作成目的 作成者 作成方法 

サービス産業

動態統計 

サービス産業の事業活動の

動態を明らかにすることを

目的とする。 

総務大臣 
専ら統計調査の方法

により作成する。 

   （注）基幹統計として指定した際、上記４事項を官報に公示。なお、公示内容については、法制的な観点か

ら技術的な修正を行う場合がある。 

 

    なお、主要な月次の基幹統計の指定内容は、以下のとおりとなっている。 

   

名称 作成目的 作成者 作成方法 

経済産業省生産

動態統計 

鉱工業生産の動態を明らかに

することを目的とする。 
経済産業大臣 

専ら統計調査の方法

により作成する。 

商業動態統計 

商業を営む事業所及び企業の

事業活動の動向を明らかにす

ることを目的とする。 

経済産業大臣 
専ら統計調査の方法

により作成する。 
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（３）基幹統計の範囲 

  サービス産業動態統計として作成される統計表は、以下のとおりである。 

これについては、基幹統計調査の調査計画の集計事項として具体化されることから、

後記Ⅲ１（６）と併せて検討を行う。 

 

・ 事業活動の産業（中分類）別売上（収入）金額 

・ 事業所・企業等の産業（中分類）別売上（収入）金額、従業者数 

 

（論点） 

ａ 既存の動向調査及び特サビ調査の結果について、これまでの利活用実績と、現在

の利活用状況はどのようになっているか。また、今後の利活用拡大の見込みはどう

か。 

ｂ 今後の経済統計の体系的整備における位置づけも含め、サービス産業動態統計を

基幹統計とする意義や効果は何か。今後の利活用拡大の見込みにも照らし、「全国的

な政策を企画立案し、又はこれを実施する上において特に重要な統計」及び「民間

における意思決定又は研究活動のために広く利用されると見込まれる統計」に該当

するものとして、サービス産業動態統計を基幹統計として指定することは妥当か。 

ｃ 基幹統計により明らかにする内容に照らし、その名称や目的は適切なものとなっ

ているか。 

 

 

Ⅲ サービス産業動態統計調査の承認 

 １ 今回申請された計画について 

（１）調査の名称 

  （申請内容） 

・ 調査の名称を「サービス産業動態統計調査」とする。 

  （審査状況） 

サービス産業動態統計調査（以下「本調査」という。）は、前記Ⅱ１（３）のとおり、

我が国におけるサービス産業の事業活動の動態を明らかにするサービス産業動態統計を

作成するために実施しようとする調査であることから、調査名に特段の問題はないもの

と考える。 

 

（論点） 

  特になし 

 



7 
 

 

（２）調査対象の範囲 

  （申請内容） 

・ 日本標準産業分類に掲げる産業のうち、以下の産業を主産業とする全国の企業等

及び事業所  

① 大分類Ｇ－情報通信業  

② 大分類Ｈ－運輸業，郵便業  

③ 大分類Ｋ－不動産業，物品賃貸業  

④ 大分類Ｌ－学術研究，専門・技術サービス業（「中分類71－学術・開発研究機

関」及び「細分類7282－純粋持株会社」を除く。）  

⑤ 大分類Ｍ－宿泊業，飲食サービス業  

⑥ 大分類Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業（「小分類792－家事サービス業」を除

く。）  

⑦ 大分類Ｏ－教育，学習支援業（「中分類81－学校教育」を除く。）  

⑧ 大分類Ｐ－医療，福祉（「小分類841－保健所」、「小分類851－社会保険事業

団体」及び「小分類852－福祉事務所」を除く。）  

⑨ 大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）（「中分類93－政治・経済・文

化団体」、「中分類94－宗教」及び「中分類96－外国公務」を除く。） 

 

（審査状況） 

ア 現行の動向調査と特サビ調査の調査対象の範囲は、表３のとおりである。動向調

査では、中分類ベースで 35 業種を調査対象としているのに対して、特サビ調査では、

小分類又は細分類ベースで 24 業種を調査対象としている。 

 

イ 本調査の調査対象の範囲については、現行の動向調査の調査対象を引き継ぐこと

としている。特サビ調査の調査対象は、動向調査の調査対象となっていない「細分

類 6431 クレジットカード業」を除き、本調査の調査対象に包含されることとなる。 
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表３ 動向調査と特サビ調査の調査対象の範囲 

 

 

ウ これについては、現行の調査設計が踏襲されるものであり、おおむね適当である

と考えるが、新規の基幹統計調査となることから、本調査の目的に照らして、調査

対象の範囲が適当か、確認しておく必要がある。 

 

（論点） 

ａ 調査対象の範囲は、どのような基準・考え方に基づき設定されているのか。調査

の目的に照らして、調査対象の範囲は適当か。 

ｂ 「細分類 6431 クレジットカード業」を調査対象としない理由は何か。調査対象と

しないことによる利活用上の支障は生じないか。 

 

（３）報告を求める個人又は法人その他の団体 

（申請内容） 

・ 経済センサス‐活動調査を母集団情報とし、新設の企業等の追加のため、事業所

母集団データベースの年次フレームによる補完を行って、約13,000企業等及び約

25,000事業所を報告者とする。 

・ 報告者の具体的な抽出方法は、以下のとおりである。 

【企業等】 

① 調査対象産業のうち、以下の産業を主産業とする企業等を悉皆調査とする。  

・小分類371－固定電気通信業  

・小分類372－移動電気通信業  

※本調査の対象外 
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・小分類381－公共放送業（有線放送業を除く）  

・中分類42－鉄道業  

・中分類46－航空運輸業  

・中分類49－郵便業（信書便事業を含む）  

② 資本金・出資金・基金が１億円以上の会社企業であって、①以外の企業等を悉皆

調査とする。  

 

【事業所】 

③ ①又は②に該当する企業等の傘下にない事業所について、産業、事業従事者規模

別層化抽出により抽出する。統計の精度を確保する上で必要な層（約5,000事業所）

は悉皆とする。 

④ 各産業における規模別の配分はネイマン配分による。 

 

※ 悉皆層は標本交替を行わず、継続的に調査。標本層は２年間継続調査 

（審査状況） 

ア 本調査の標本設計についても、現行の動向調査の標本設計を引き継ぐこととして

いるが、企業等調査の報告者数については、表４のとおり、既存の動向調査と比較

して、約 12,000 企業等から約 13,000 企業等に変更する計画である。 

 

表４ 本調査の調査単位別の報告者数 

区分 本調査 
（参考）既存調査 

動向調査 特サビ調査 

企業等 約 13,000 約 12,000 
約 2,550企業・事業所 

事業所 約 25,000 約 25,000 

 

イ これについては、母集団情報の更新に伴うものであり、現行調査からの変更の観

点からは特に問題ないと考えるが、新規の基幹統計調査となることから、標本設計

の基本的な考え方について確認しておく必要がある。 

 

（論点） 

ａ 母集団情報について、新設の企業等の把握方法は適切か。また、報告者が廃業又

は調査対象外の産業になった場合、代替標本の選定などの対応は適切か。 

ｂ 企業単位の調査と事業所単位の調査はどのような考え方で棲み分けがされている

のか。企業等調査（悉皆）及び事業所調査（悉皆層及び標本層の設定）の設計は、

どのような基準・考え方に基づくものか。標本設計は妥当か。 
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（４）報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

  （申請内容） 

・ 本調査は、企業等調査と事業所調査から成り、それぞれ「１か月目用調査票」及

び「月次調査票」の計４種類の調査票から構成。報告を求める事項（調査事項）は

表５のとおり。 

 

表５ 本調査の構成及び調査事項 

区 分 調査事項 
１か月目 

用調査票 

月 次 

調査票 

企業等調査 名称、所在地及び法人番号＊ ○ ○ 

消費税の税込み記入・税抜き記入の別＊ ○ ○ 

事業活動別売上（収入）金額〔前月〕＊ ○ － 

事業活動別売上（収入）金額〔当月〕 ○ ○ 

従業者数〔前月〕＊ ○ － 

従業者数〔当月〕 ○ ○ 

事業所調査 名称、所在地及び法人番号＊ ○ ○ 

消費税の税込み記入・税抜き記入の別＊ ○ ○ 

売上（収入）金額〔前月〕＊ ○ － 

売上（収入）金額〔当月〕 ○ ○ 

事業所の主な事業活動の種類 ○ － 

従業者数〔前月〕＊ ○ － 

従業者数〔当月〕 ○ ○ 

（注）「＊」を付した事項については、集計しない事項を指す。 

 

・ 原則として毎月末時点を基準日とすることとしているが、事業活動別売上（収入）

金額及び売上（収入）金額については月初めから月末までの１か月間、従業者数に

ついては月末に最も近い営業日の状況を把握 

 

  （審査状況） 

ア 事業活動別売上（収入）金額及び売上（収入）金額については、現行の動向調査と

同様に、企業等調査では最大五つの事業活動別の売上（収入）金額を、事業所調査で

は事業所全体の売上（収入）金額を記入することとしている。 

なお、円滑な調査の実施を図るため、事業内容については、経済センサス‐活動

調査や本調査の最新の回答結果を用いてプレプリントすることとしている。 
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企

業

等

調

査 

 

事

業

所

調

査 

 

 

イ 従業者数については、現行の動向調査では、従業者（他社等への出向・派遣者を除

く）総数に加え、常用雇用者や臨時雇用者などの内訳及び受入者を把握することで、

事業に従事する者を詳細に把握していた。本調査では、①内訳欄を廃止するととも

に、②従業者総数に他社等への出向・派遣者を含めることで他の関連する基幹統計

調査との概念を合わせ、③その内訳として他社等への出向・派遣（送出者）を把握す

ることにより、従来の概念（事業に従事する者）との接続も可能となるよう変更す

ることとしている。 
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◆現行の動向調査の調査票（企業等用月次調査票） 

 

（注１）現行の従業者には他社への出向・派遣者は含まれていないため、新たな調査票における「従

業者総数」から「送出者」（出向・派遣者）を除いたものが、現行の従業者総数に相当する。 

（注２）他の基幹統計調査（例：経済構造実態調査、経済センサス‐基礎調査、商業動態統計調査）で

は、「従業者総数」には他社等への出向・派遣者が含まれている。 

 

ウ 上記の他、現行の動向調査から以下の点について変更することとしている。 

 

① 「法人番号」欄の追加 

公的統計の精度向上や報告者の負担軽減の観点から、「法人番号」欄を追加する。 

なお、法人番号については、経済センサス-活動調査等を基にプレプリントする

こととしている。 

 

② 税抜き欄の変更 

現行の動向調査では、売上高の報告値が消費税抜きの場合のみチェックする方

式を採っているが、この方式の場合、記入漏れの確認ができないことから、「税込

み」又は「税抜き」のいずれかを○で囲む形式に変更する。 

また、現行の動向調査では、従前から消費税込み/税抜きが混在した売上高を集

計・公表していたが、本調査では、「消費税の取扱いに関するガイドライン」（平成

27 年５月 19 日統計企画会議申合せ。令和３年７月 27 日改定）に則り、消費税補

正を行った税込みの売上高を集計・公表することとしている。 

 

変

更

前 
 

変

更

後  

 

 

◆本調査の調査票（企業等用月次調査票） 
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③ 備考欄の変更 

なお、調査事項には当たらないが、現行の動向調査において回答内容の審査に

活用している「備考欄」について、より丁寧な表現ぶりに変更する。 

 

変

更

前  

変

更

後  

 

 

変

更

前 

 

変

更

後 

 

 

エ なお、現行の特サビ調査では、調査事項として特定産業の特性事項（例：「営業ホ

ール数」（ゴルフ場）、「総ゲーム数」（ボウリング場）等）を設けていたが、本調査で

は、これらの特性事項を把握しないこととしている。 

 

オ 以上については、現行の動向調査の調査事項をおおむね継承しつつ、利用者のニ

ーズ把握や外部有識者からの意見聴取も経た上で、改善を図ろうとするものであり、

報告者負担の軽減、結果精度の向上及び他統計との整合性向上等の観点から、適当

であると考えるが、新規の基幹統計調査となることから、調査事項の設定の基本的

な考え方等について、確認する必要がある。 

 

 （論点） 

ａ 調査事項は、どのような基本的考え方に基づき設定されているのか。調査の目的

に照らして、調査事項は必要かつ十分といえるか。 

ｂ 企業単位の調査において、事業活動別の売上高を把握することとしているが、現

行の動向調査における回答状況はどのようになっているか。企業が管理している情
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報が、日本標準産業分類の項目と必ずしも一致しているとは限らず、事業活動別に

報告することが困難なケースはないか。 

ｃ 現行の動向調査において、従業者数及びその内訳を把握している理由は何か。本

調査において内訳を把握しないことによる利活用上の支障はないか。 

ｄ 売上高における消費税込み集計への変更に伴い、過去のデータとの接続について

は問題はないか。（（６）において議論） 

ｅ 現行の特サビ調査において把握している特性事項を把握しないこととした理由は

何か。調査の目的に照らして、特性事項を把握しないことは適当か。 

  

（５）報告を求めるために用いる方法 

  （申請内容） 

・ 調査票の配布・回収は、民間事業者を活用した郵送・オンライン調査により実施 

・ オンライン調査については、政府統計共同利用システム又は政府統計オンラインサポ

ートシステムを利用した方法により実施 

・ 特サビ調査との重複是正やデータ移送等の作業が不要となるため、審査業務が効率化 

  （審査状況） 

ア 現在の動向調査では、調査票の回収について、調査計画上、民間事業者を活用し

た郵送・オンライン・調査員調査により実施することとしているが、本件申請では、

引き続き民間事業者を活用し、オンライン・郵送調査により実施することとしてい

る（注）。 

（注）現行の動向調査において、調査方法の一つとして位置付けられている調査員調査は、一部の調査

対象について、督促手段の一つとして民間事業者が雇用する調査員を派遣し、報告者から回答が得

られれば回収するものであるため、本件申請では、調査計画上の調査方法には位置付けていない。 

 

イ また、オンライン調査については、政府統計共同利用システムを用いた方法に加

え、独立行政法人統計センターが実施している企業調査支援事業（注）を活用し、政府

統計オンラインサポートシステムを利用した方法を追加することとしている。 

（注）企業の報告負担軽減や正確な回答の確保等を目的として、（独）統計センターにおいて、経済統

計への影響度が高い主要企業ごとに配置した専任担当者が、政府統計オンラインサポートシステ

ムを通じ企業情報を経常的に把握し、統計調査の回答を支援サポートするもの。 

 

ウ さらに、総務省は、原則としてオンライン回答とする方向で検討を進めることと

しており、報告者のオンライン環境に配慮した回答環境の整備を行うとしている。 

 

エ これらについては、回収率やオンライン回答率（注）の向上及び結果精度の確保・向

上を図る観点から、おおむね適当であると考えるが、第Ⅳ期基本計画において、「今
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後の５年間で、基幹統計調査における回答数に占めるオンラインによる回答数の割

合を、企業系調査では８割以上」を目指すとされていることを踏まえ、以下の点に

ついて確認する必要がある。 

（注）現行の動向調査の回収率は、速報は企業等及び事業所全体で 50.6％、確報は企業等及び事業所

全体で 60.8％。また、オンライン回答率は確報で 44.4％（いずれも令和５年１月実績） 

 

（論点） 

ａ 近年の調査票の回収率及びオンライン回答率はどのように推移しているか。調査

票の配布・回収、督促・疑義照会の流れの中で、どのように回収率及びオンライン

回答率の向上を図っているか。 

ｂ 調査対象企業のうち、企業調査支援事業の対象となるのは、どの程度の企業数と

想定されているのか。また、政府統計オンラインサポートシステムを通じてどのよ

うに回答を得るのか。企業調査支援事業の活用により、どのような効果が期待され

るか。 

ｃ 基幹統計としての統計精度の確保・向上の観点から、回収率やオンライン回答率

の目標についてどのように考えているか。今後の回収率やオンライン回答率の向上

に向けて、どのような方策を講じることとしているのか。講じることとしている方

策は適切か。 

 

（６）集計事項 

（申請内容） 

・ 集計事項は以下のとおり。 

① 事業活動の産業（中分類）別売上（収入）金額 

② 事業所・企業等の産業（中分類）別売上（収入）金額、従業者数 

（審査状況） 

ア 本調査の集計事項（基幹統計の内容を具体化するもの）については、現行の動向調

査の集計事項を引き継ぐこととしている。 

 

 イ また、総務省は、経済産業省によるニーズ把握の結果を踏まえ、特サビ調査で公

表している細分類ベースの売上高に対するニーズに対応するため、上記の集計事項

とは別途、参考表として細分類ベースの特別集計を行うことを予定している。 

 

ウ これらについては、法人番号や集計の過程でのみ用いられるものを除き、全ての

調査事項が漏れなく集計されるものであり、「我が国におけるサービス産業の事業活

動の動態を明らかにするサービス産業動態統計（統計法第２条第４項第３号に規定

する基幹統計）を作成する」との調査の目的を踏まえ、広範な利活用が想定される

現行の動向調査の集計事項を本調査の集計事項として位置付けるとともに、その他
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のニーズには特別集計として柔軟に対応しようとするものであることから、おおむ

ね適当と考えるが、基幹統計としての妥当性や、新たな統計の公表に当たっての留

意点などについて、確認しておく必要がある。 

 

（論点） 

ａ 本調査結果は、事業所調査の標本交替に伴う断層処理も含めて、現行の動向調査

とどのように接続するのか。本調査結果の公表に当たり、統計利用者への留意点に

ついてどのような周知を考えているか。 

（再掲）（４）ｄ 売上高における消費税込み集計への変更に伴い、過去のデータと

の接続については問題はないか。 

ｂ 特別集計について、どのような業種を対象に、どのような集計を行う予定か。ま

た、調査計画上の集計事項の範囲には含めず、参考表として位置付けるのはなぜか。 

ｃ 集計事項は、利活用ニーズを踏まえたものとなっているか。調査の目的に照らし、

集計事項は基幹統計の範囲として適切か。 

 

（７）報告を求める期間及び調査結果の公表方法及び期日 

（申請内容） 

・ 調査票の提出期限を「調査月翌月20日」から「調査月翌月15日」に５日前倒し 

・ 調査結果は、e-Stat（政府統計の総合窓口）及び印刷物により、速報を調査月の

翌々月下旬に、確報を調査月の５か月後の下旬に二段階で公表 

（審査状況） 

ア 調査票の提出期限 

（ア）本件申請では、調査票の提出期限について、現行の動向調査における「調査月の

翌月 20 日」から「調査月の翌月 15 日」に５日前倒しすることを計画している。 

 

（イ）これについては、調査結果の早期公表に資する観点から、調査対象企業にヒア

リングを実施した結果を踏まえて、可能な範囲で前倒しを行うものであり、主要

な月次の基幹統計調査とも同様の提出期限となっているため、おおむね適当であ

ると考えるが、報告者に無理が生ずることがないか等について確認しておく必要

がある。 

 

イ 公表期日 

（ア）現行の動向調査では、速報結果を「調査月の翌々月下旬」に公表していたが、本

調査では、その公表期日を１週間程度前倒しすることとしている。 

 



17 
 

（イ）これについては、調査票の提出期限の早期化に加え、特サビ調査との重複是正

やデータ移送等の作業が不要となることによる、審査業務の効率化等を踏まえた

ものであり、おおむね適当であると考える。 

ただし、動向調査の速報結果の公表日は、表６のとおり、主要な月次の基幹統

計調査と比較して約１か月程度遅いことから、従前から１次ＱＥ推計時点では３

か月目のデータが活用できないことが課題とされており、結果精度の維持を前提

とした公表の早期化が求められてきた経緯がある。 

  

表６ １次ＱＥの推計に活用されている月次統計調査の速報公表日 

区 分 調査名 公表期日 

一般統計調査 動向調査 調査月の翌々月下旬 

一般統計調査 特サビ調査 調査月の翌々月上旬 

基幹統計調査 経済産業省生産動態統計調査 調査月の翌月末 

基幹統計調査 商業動態統計調査 調査月の翌月下旬 

 

（ウ）今回、総務省は、速報結果の公表期日を１週間程度前倒しすることとしている

が、なお依然として１次ＱＥの推計には本調査結果（３か月目）を活用すること

ができない。 

これについて、総務省は、本調査の実施状況やデータの蓄積状況を踏まえ、ど

のような形であればニーズを踏まえた、より早期の公表が可能になるか具体的な

研究・検討を進めたいとしていることから、更なる公表早期化の観点から、以下

の点について確認する必要がある。 

 

（論点） 

ａ 調査票の提出期限の前倒しは、どのような検討を経て計画しているのか。傘下の

事業所分も含めた従業者数の回答を要する企業等調査の報告者においても、無理は

生じないか。また報告者にはどのように周知する予定か。報告者負担、公表の早期

化、結果精度の確保の観点からみて、新たな提出期限は適当か。 

 

ｂ 現行の動向調査の実査から結果公表までの統計作成プロセスについて、どの点を

どのように見直すことにより、公表の早期化及び結果精度の維持・向上の両立を図

ることとしているのか。公表期日は適当か。 

ｃ 更なる公表の早期化に向けて、今後どのような取組を行う予定か。公表早期化に

向けた課題は何か。 
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 （８）その他の申請事項 

  （申請内容） 

【報告義務者】 

企業等については調査対象企業等の管理責任者、事業所については調査対象事業所

の管理責任者 

 

【使用する統計基準等】 

調査対象の範囲の画定及び集計結果の表章は、日本標準産業分類による。 

 

【調査票情報の保存期間及び保存責任者】 

関係書類名 保存期間 保存責任者 

記入済み調査票 ３年 総務省統計局長 

調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 永年 総務省統計局長 

 

【立入検査等の対象とすることができる事項】 

該当なし 

 （審査状況） 

いずれも関係する統計基準やガイドラインに沿ったものとなっていること等から、特

に問題ないと考える。 

 

 （論点） 

  特になし 

 

以 上 


